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沿岸域に位置する水循環施設に関しては，強震動に対してのみならず津波に対する安全性の確認と確保

が必要になる．強震動と津波に対する対策技術として提案された，免震・免波構造を研究対象とし，その

効果の解析評価について検討した．解析モデルは，無対策モデルを１ケース，免震・免波対策モデルを 2
ケース設定し，免震効果については三次元動的解析により，免波効果については三次元静的解析により検

討した．その結果，提案する免震・免波構造の適用により構造物に発生する応力を大幅に低減することが

可能なこと，ジョイント要素を用いた解析により構造物の回転・並進の評価が可能なこと，津波の波力を

静的荷重として作用させる解析によって免波効果の評価が可能なこと等の結果が得られた． 
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1. まえがき 

 

水循環施設は，日常生活や産業活動の維持，公衆衛生

の確保等，人々の生活に必要不可欠なライフライン施設

である．水循環施設の内，下水処理施設は，下水の浄化

を担う施設であり，自然災害が発生した場合でも下水処

理機能の継続的な維持が求められる施設である．下水の

最終処理を担う浄化センターは，下水が自然流下によっ

て収集されるため沿岸域や河川下流域に多く立地されて

いる．そのため，大地震時には，強震動のみならず津波

による被害を受ける危険性がある．また，浄化センター

の最終沈殿池等は，維持管理性および経済性から覆蓋が



 

  

施されておらず，浸水に対して脆弱であることが多い． 
2011 年東北地方太平洋沖地震では，沿岸域に建設さ

れていた，多くの下水処理施設で大きな地震被害が発生

した 1)．仙台市南蒲生浄化センターは，10m 以上の津波

により大きな被害を受けた．特に，浄化センターにある

ポンプ室内の機械・電気設備が浸水により使用不可能と

なり施設全体の改築が必要な状態となった 2)． 
東日本大震災での被害事例を踏まえ，国 3)，地方自治

体 4)，学協会 5)，6)等から下水処理施設の耐震・耐波対策

に関する調査研究成果が発表されている．将来的には，

南海トラフにおける巨大地震の発生が想定されており，

沿岸域に位置する下水処理施設の地震対策技術の合理化

と実効性の向上が必要であり，強震動に対する健全性と

ともに，津波に対する健全性の確保と向上が強く求めら

れる．このような必要性から，強震動に対する免震効果

と津波に対する免波効果を併せ持つ，免震・免波構造を

研究対象として，免震・免波効果の解析評価法について

基礎的な検討を行った．なお、高度成長期に建設された

多くの施設が，建設後数十年を迎え高経年化が進みつつ

ある．したがって，今後，既存施設の更新の必要性が

益々増大すると考えられる．このような時代背景から，

免震・免波構造の考え方は，新規施設に対してのみなら

ず，老朽化した既存施設の更新計画において有効に役立

てることができると考えられる．  

 

 

２． 研究目的 

 

(1) 免震・免波構造の概念 

免震・免波構造は，強震動や津波の波力が構造物に作

用した場合に，構造物の回転や並進（水平移動）を許容

することによって構造物内に発生する応力を低減し，構

造物の損傷を抑止軽減するという考え方であり，図-1

に免震・免波構造の概念を示す 7)．  

免震・免波構造は，構造物の底面に免震ゴムを設置し，

構造物と周辺地盤との間には流動性のあるアスファルト

系免震材 8)を介在させる構造となっている．こうした構

造によって，免震効果については，免震ゴムによる強震

動の伝播の低減，流動性免震材による構造物の振動抑制

が期待され，免波効果については，津波の圧力が作用し

た際に構造物の回転・並進を励起させることによって構

造物内に発生する応力を低減させることが期待できる． 

 

(2) 検討の主眼 

 本研究の目的は，沿岸域に位置する水循環施設の大地

震時の使用性・修復性の確保・向上に役立つ合理的な対

策技術の実用化開発であり，ここでは，免震・免波構造

の効果の解析評価について基礎的な検討を行った．解析

評価に際しては，主として，構造物の底面形状の影響，

構造物と免震材の接触面の非連続的挙動の模擬，構造物

の回転・並進の評価，免震・免波構造の有効性の評価に

視点を置いた． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 免震・免波構造の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 免震効果の検討のための三次元解析モデル 

 

 

３．三次元動的解析による免震効果の検討 

 

(1) 概要 

免震・免波構造の有効性を評価するために，強震動に

対する免震効果と津波の波力に対する免波効果について

三次元解析により検討した．検討に際しては，構造物の

底面の形状について 2種類の条件を設定し，免震・免波

構造については 3種類の解析モデルを設定して三次元解

析を行った． 

 

(2) 地盤・構造物連成系の解析モデル 

東日本大震災における浄化センターの被害事例を参考

に図-2に示したような解析モデルを設定した．解析対象

は，地上 2階・地下 2階の 4階建の鉄筋コンクリート構

造物とし，地上部の高さ 13m，地下部の深さ 15.4m，幅

14m，奥行 20m，壁と床の厚さ 0.5mとした．地盤は軟質

流動による
減衰効果

構造物の回転・並進に
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免震材：流動性を有するアスファルト系免震材、免震ゴム

免震効果：免震ゴムと流動性免震材による振動抑制効果

免波効果：構造物の並進・回転による波力低減効果
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地盤を仮定し，二層の水平成層地盤とし，幅 76 m，奥

行 70 m，深さ 30 mの領域をモデル化した．境界条件は，

側方境界は粘性境界，下方境界は剛基盤とした．解析に

は，汎用解析プログラム ISCEFを使用した． 

 

(3) 構造物の底面形状 

構造物の回転に着目した場合，構造物の底面形状を曲

面にした方が回転が発生し易くなると考えられるが，こ

の場合，常時の回転の抑止が必要になることから，構造

物の底面に免震ゴムを配置して常時の安定性を保持する

ことが必要になる．また，構造物の並進に着目した場合

は，構造物の底面形状を平面にした方が水平移動が生じ

易くなると考えられる．そこで，構造物の底面形状につ

いては，図-3 に示したように，曲面と平面の 2 通りの

条件を設定して比較解析を行った． 

 

(4) 無対策モデルと免震・免波対策モデル 

免震効果を検討するために，図-4に示したように，無

対策モデルを１ケース，免震・免波対策モデルを２ケー

ス設定した．図-4では，構造物の底面形状が曲面の場合

を記載しているが，平面の場合も曲面の場合と同様であ

る．無対策モデルでは，構造物の周囲は地盤であり，構

造物は一般的な半地下構造物に相当する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 構造物の底面形状の設定 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 比較検討のための解析モデル 

（構造物の底面形状が曲面の場合を表示） 

免震・免波対策モデルに関しては，免震材充填モデル

と開放ピットモデルの２種類を設定した．免震材充填モ

デルは，構造物の底面に免震ゴムを配置し，構造物の周

囲に流動性免震材を充填したものである．開放ピットモ

デルは，構造物の周囲に開放ピットを設け津波が構造物

に衝突する直前に開放ピットに流下し津波の波力の低減

効果を狙ったものであり，構造物の底面には免震ゴムを

配置し，構造物の底面付近にのみ流動性免震材と充填し

たものである． 
 
(5) 解析用物性値 

解析に用いた，構造物と免震材の物性値を表-1に，地

盤の物性値を表-2に示す．構造物の回転・並進について

は，構造物が剛体的な変位挙動を示すことを想定して，

ここでは，構造物のせん断剛性の値を高めに仮定した．

地盤については，表層地盤（第一層）はＳ波速度90m/s，
基礎地盤（第二層）はＳ波速度330m/sを仮定した． 

 

(6) ジョイント要素の配置と物性値 

構造物の回転・並進を模擬するためには，構造物と免

震材の接触面における非連続的挙動（剥離，滑動）を模

擬することが必要になることから，図-5に示したように，

構造物の底面と免震ゴムの接触面，構造物の周囲と流動

性免震材の接触面（側面および底面の全面）にジョイン

ト要素を配置した． 

 

表-1 構造物と免震材の物性値 

項 目 せん断剛性 
N/mm

2
 

密度 
t/m

3 
 

ポアソン比 

構造物 14600 2.40 0.20 
免震ゴム (硬質ゴム) 5000 0.96 0.49 

流動性免震材  0.24 1.00 0.49 

 
表-2 地盤の物性値 

層 層厚 
m 

せん断剛性 
N/mm

2
 

S波速度 
m/s 

密度 
t/m

3 
 

ポアソ

ン比 
一層 15.4 16 90 2.0 0.40 
二層 14.6 240 330 2.2 0.35 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

図-5 構造物と免震材の接触面での非連続的挙動を 

模擬するためのジョイント要素の配置 

（1）構造物の底面形状を
曲面とした場合

（2）構造物の底面形状を
平面とした場合

回転・並進
（剥離・滑動）

の生じ易さ

◆免震効果
◆免波効果

への影響

◆構造物の周囲

地盤

◆構造物の底面：

地盤

◆構造物の周囲：

流動性免震材の充填

◆構造物の底面：

免震ゴムの設置

◆構造物の周囲：

開放ピットの設置

流動性免震材の充填
◆構造物の底面：

免震ゴムの設置

(1)無対策モデル (2)免震材充填モデル (3)開放ピットモデル

構造物周囲と流動性免震材の
接触面での

ジョイント要素の配置

構造物底面と免震ゴムの
接触面での

ジョイント要素の配置



 

  

表-3 ジョイント要素の物性値 

項目 剛性 N/mm
2
 引張強度 

N/mm
2
 

せん断強度 
N/mm

2
 法線方向 せん断方向 

接触面 35040 14600 0.1 0.1 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 免震効果の検討に用いた入力地震動 9) 
 

表-4 解析モデルおよび構造物の底面形状による 

最大加速度の比較 

解析モデル 構造物の 
底面形状 

構造物における 
最大加速度 

発生時刻 

無対策モデル 曲面 2248.2 Gal 8.52 s 
平面 2404.4 Gal  8.54 s 

免震材充填 
モデル 

曲面 498.3 Gal  2.11 s 
平面 398.1 Gal  10.06 s 

開放ピット 
モデル 

曲面 462.6 Gal  2.13 s 
平面 361.2 Gal  9.34 s 

 

ジョイント要素（接触面要素）は，2 つの平面で構成

され，所定以上の引張応力が作用すれば剥離し，所定以

上のせん断応力が作用すれば滑動するものであり，物性

値は表-3のように仮定した． 

 
(7) 入力地震動 

免震効果の解析評価のために用いた入力地震動を図-6

示す 9)．加振方向は，図-2に示したように構造物の短軸

方向とし，下方入力基盤から入力した． 

 

(8) 免震効果に関する解析結果 

a) 加速度応答 

3種類の解析モデルに関して，構造物の底面形状が曲

面と場合と平面の場合の最大加速度の解析結果を表-4に

示す．また，構造物の底面形状が曲面の場合の最大加速

度分布を図-7に，底面形状が平面の場合の最大加速度分

布を図-8に示す． 
表-4より，構造物の底面形状の影響に関しては，無対

策モデルでは，底面形状が平面の時に2404.4Galであるの

に対して曲面の時に2248.2Galであり，構造物の最大加速

度はやや変化した程度であった．免震材充填モデルでは，

底面形状が平面の時に398.1Galに対して曲面の時は

498.3Gal，開放ピットモデルでは，底面形状が平面の時

に361.2Gal，曲面の時は462.6Gal（構造物底面が曲面）と 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 構造物の底面形状が曲面の場合の最大加速度分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 構造物の底面形状が平面の場合の最大加速度分布 

 

表-5 地震動による構造物の最大変位の比較 

解析モデル 構造物の 
底面形状 

構造物における 
最大変位 

発生時刻 

無対策モデル 曲面 21.1 cm 1.79 s 
平面 24.1 cm 1.80 s 

免震材充填 
モデル 

曲面 29.2 cm 2.18 s 
平面 31.2 cm 2.95 s 

開放ピット 
モデル 

曲面 28.3 cm 2.18 s 
平面 29.7 cm 2.93 s 

 

なり，底面形状の影響が比較的目立つようになり平面の

場合よりも曲面の方が加速度応答が大きい結果となった． 

免震・免波構造の免震効果に関しては，無対策モデル

に比して免震材充填モデルと開放ピットモデルでは最大

加速度の値が大幅に低減しており，免震材充填モデルお

よび開放ピットモデルにおける免震効果の可能性を示す

結果が得られた． 

 

b) 変位応答 

地震動による構造物の最大変位の比較結果を表-5に示

す．また，構造物で最大の変位が発生した時刻の変位分

布を図-9（構造物の底面形状が曲面の場合）と図-10

（構造物の底面形状が平面の場合）に示す． 
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無対策モデルでは，構造物における最大変位は，構造

物の底面形状が曲面の時は21.1cm，平面の時は24.1cmで

あった．免震材充填モデルでは，底面形状が曲面の時に

29.2cm，平面の時に31.2cm，開放ピットモデルでは，曲

面の時に28.3cm，平面の時に29.7cmとなった．免震・免

波構造では，構造物の回転・並進といった変位挙動を許

容することによって，強震動と津波の波力によって構造

物に生じる応力を軽減し，健全性の向上を図ろうとする

ものであり，想定したとおりに，無対策モデルよりも免

震材充填モデルと開放ピットモデルの方が変位量が大き

くなった．構造物の底面形状の影響に関しては，曲面よ

りも平面の方が変位量が大きい結果となった． 

c) 地震時応力 

地震動によって構造物に発生した応力（最大主応力）

の解析結果を表-6に示す．また，構造物で最大の応力が

発生した時刻での地震時応力分布を図-11（構造物の底

面形状が曲面の場合）と図-12（構造物の底面形状が平

面の場合）に示す． 

無対策モデルでは，構造物における最大応力（引張応

力）は，構造物の底面形状が曲面の時は27.17N/mm2，平

面の時は19.35N/mm2であった．免震材充填モデルでは， 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 構造物の底面が曲面の場合の最大変位分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 構造物の底面が平面の場合の最大変位分布 

底面形状が曲面の時に2.47N/mm2，平面の時に2.39N/mm2，

開放ピットモデルでは，曲面の時に2.49N/mm2，平面の

時に2.27N/mm2となった．地震時応力は，構造物の損

傷・破壊を判定する際の直接的な評価量であることから，

免震効果を評価する際の重要な指標になるが，無対策モ

デルに比して，免震材充填モデルと開放ピットモデルで

は地震時応力が大幅に低減しており，免震効果が大きい

ことを示す結果が得られた． 
d) 考察 

無対策モデルと免震材充填モデルおよび開放ピットモ

デルの解析結果の比較により，無対策モデルに比して免

震材充填モデルおよび開放ピットモデルでは構造物に発 
 

表-6 地震時応力の比較 

解析モデル 構造物の 
底面形状 

構造物における 
最大応力 

発生時刻 

無対策モデル 曲面 27.17 N/mm2 1.79 s 
平面 19.35 N/mm2 1.80 s 

免震材充填 
モデル 

曲面 2.47 N/mm2 2.18 s 
平面 2.39 N/mm2 2.95 s 

開放ピット 
モデル 

曲面 2.49 N/mm2 2.18 s 
平面 2.27 N/mm2 2.93 s 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 構造物の底面が曲面の場合の地震時応力分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 構造物の底面が平面の場合の地震時応力分布 

(1) 無対策モデル(21.1cm)

(2) 免震材充填モデル(29.2cm) (3) 開放ピットモデル(28.3cm)
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生する地震時応力が大幅に減少した．この結果から，免

震効果については大きな効果が期待できるものと考えら

れる．構造物の底面形状の影響については，曲面よりも

平面の方が構造物における地震時応力が小さくなる傾向

があることから，底面形状が平面である方が免震効果に

優れているものと考えられる．免震材充填モデルおよび

開放ピットモデルでは，地震時応力は小さくなる反面，

構造物の変位挙動は大きくなる．水循環施設は，管路と

構造物が連結された複合構造になることから，構造物の

変位挙動が大きい場合は，管路と構造物の相対変位が増

大することになるので，許容される変位量との兼ね合い

から変位挙動を制御することが必要になると考えられる．  
 

 
４．三次元静的解析による免波効果の検討 

 

(1)  概要 

免震効果の検討に用いたものと同じ解析モデルを用い

て免波効果の解析評価を行った．津波の波力は，SPH法

による解析結果 7)に基づいて設定し，構造物の壁面に分

布荷重として作用させ，津波の波力が作用した時の構造

物の変位と応力を評価した．そして，解析結果に基づい

て免波効果について考察し，更に，免波効果の解析評価

法について考察した． 
 

(2)  解析モデル 

検討に用いた三次元解析モデルを図-13 に示す．免震

効果の検討と同様に，図-14 に示したように，無対策モ

デルを 1ケース，免震・免波構造モデルを 2ケース（免

震材充填モデルと開放ピットモデル）設定し比較解析を

行った，構造物，基礎地盤ともにソリッド要素でモデル

化し，免震材充填モデルと開放ピットモデルでは，構造

物と免震材の間に非連続的挙動（剥離・滑動）を模擬す

るためにジョイント要素を配置した．解析は線形解析で

行い，解析には汎用解析プログラム ISCEFを使用した．  
 

(3) 解析用物性値 

 津波の波力は構造物に短時間に作用するので載荷速度

が速い条件下での物性値を設定するのが望ましいと考え

られることから，構造物，免震材，地盤およびジョイン

ト要素の物性値は，前出の表-1，表-2，表-3 に示した値

を用いた． 
 
(4) 津波の波力 

津波の波力については，構造物に動的荷重として作用

させる方法，静的荷重として作用させる方法等が考えら

れるが，ここでは，基礎的な検討として後者により検討

した．静的荷重として作用させる場合，津波の波力の大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-13 免波効果の検討に用いた三次元解析モデル 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-14 津波の波力の設定 

 

きさ，鉛直面内の分布形状，水平面内の分布形状等の設

定が必要になるが，津波の波力の大きさに関しては，図

-14 に示したように，無対策モデル，免震材充填モデル，

開放ピットモデルともに 400kPa と設定した．分布形状

については，三角形分布，台形分布等が考えられるが，

ここでは，鉛直分布，水平分布ともに単純な矩形分布を

仮定した．津波波力の作用方向は，図-13 に示したよう

に，構造物の短軸方向とし，地表面から高さ 6.5m×幅

20.0mの矩形のエリアに作用させた． 
 
(5) 解析結果 

a) 変位 

 津波の波力による構造物の最大変位の値を表-7に示す．

また，底面形状が曲面の場合と平面の場合の構造物の変

位状況をそれぞれ図-15に図-16に示す．無対策モデルで

は，構造物の下半分が地盤内にあるため，構造物の変位

は基本的に小さく，底面形状が曲面の場合は3.25cm，底

面形状が平面の場合は3.39cmとなった．開放ピットモデ

ルでは，3種類の解析モデルの中では構造物の回転・並

進が最も生じやすいことを反映して，構造物の変位は大

きくなり，底面形状が曲面の場合は56.78cm，底面形状

が平面の場合は70.48cmとなった．免震材充填モデルで

は，構造物と地盤の間に流動性アスファルト系免震材が

介在するため，構造物の変位は無対策モデルよりは大き

く開放ピットモデルよりは小さい結果となり，底面形状

が曲面の場合は10.13cm，底面形状が平面の場合は

16.40cmとなった．図-15と図-16より，特に開放ピットモ

デルの解析結果から，ジョイント要素を用いた解析によ 

深さ30m
表層地盤
15.4 m

基盤
14.6 m

津波波力の作用面
幅20.0m×高さ6.5m

400kPa の波圧 400kPa の波圧 400kPa の波圧

(1) 無対策モデル (2) 免震材充填モデル(3) 開放ピットモデル



 

  

表-7 津波の波力による最大変位量の比較 

解析モデル 構造物の 
底面形状 

構造物での 
最大変位 

無対策モデル 曲面 3.25 cm 
平面 3.39 cm 

免震材充填モデル 曲面 10.13 cm 
平面 16.40 cm 

開放ピットモデル 曲面 56.78 cm 
平面 70.48 cm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 津波の波力による構造物の変位挙動 

（底面形状が曲面の場合の結果の比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-16 津波の波力による構造物の変位挙動 

（底面形状が平面の場合の結果の比較） 

 
って回転・並進（剥離・滑動）といった非連続的挙動を

模擬することができることを確認することができた．構

造物の底面形状に関しては，底面形状が下に凸の曲面の

場合は，免震ゴムが，むしろ構造物の回転・並進を抑制

するようになり，底面形状は平面の方が回転・並進を生

じ易くなることを確認することができた． 
b) 応力 

津波の波力が作用した場合の構造物での応力分布につ

いて，構造物の底面形状が曲面の場合と平面の場合の解

析結果をそれぞれ図-17と図-18に示す．図-17と図-18の

比較から津波の波力によって生じた応力は，底面形状が

曲面の場合よりも平面の場合の方が小さいことが分かる．

図-19に示した代表位置の最大応力の値を表-8に示すが，

これらの値からも，底面形状が曲面の場合よりも平面の

方が応力が小さいことが理解できる． 
底面形状が曲面の場合，免震材充填モデルでは，構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-17 構造物の底面形状が曲面の場合の 

津波波力により生じた最大応力分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-18 構造物の底面形状が平面の場合の 

津波波力により生じた最大応力分布 

 

表-8 津波の波力による構造物での応力の比較 

 
解析モデル 

構造物の 
底面形状 

最大主応力 N/mm2 
位置A 

（構造物正面） 
位置B 

（構造物側面） 
無対策 
モデル 

曲面 4.319 3.049  
平面 3.490 2.644  

免震材充填 
モデル 

曲面 4.472  4.331  
平面 0.146 1.721  

開放ピット 
モデル 

曲面 2.146  3.270  
平面 0.140 0.601  

               （＋：引張、－圧縮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 津波の波力による応力の代表出力位置 

 

物の回転が生じていないため応力解放が起こらず構造物

の正面下部に応力が発生したものと考えられる．開放ピ

ットモデルでは，構造物の正面底部で回転（剥離）が発

生し，それに伴って応力解放が生じ構造物の正面下部で

は応力が低減したと考えられる．一方で，構造物の背面

(1)無対策モデル （2）免震材充填モデル （3）開放ピットモデル

N/mm2 5.00
4.37
3.75
3.12
2.50
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0
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0
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（変位倍率：
20倍）

最大変位：3.25cm
（1）無対策モデル

最大変位：10.13cm
（2）免震材充填モデル

最大変位：56.78cm
（3）開放ピットモデル

最大変位：3.39cm
（1）無対策モデル
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底部が回転の支点となったため，構造物の背面側の側面

下部では応力が増大したものと考えられる． 
底面形状が平面の場合は，免震材充填モデルでも開放

ピットモデルでも構造物の正面底部で回転（剥離）が生

じたことから，応力解放によって曲面の場合よりも応力

が低減したものと考えられる． 
c) 考察 

 構造物の底面形状については，曲面よりも平面の方が

構造物の回転・並進が発生しやすいと考えられるため，

曲面よりも平面の方が免波効果を考える上では有利であ

ると考えられる．今回の解析では下に凸の曲面を設定し

たが，回転を考えた場合には上に凸の曲面というアイデ

アも可能なののではないかと考察される． 
3種類の解析モデルの比較においては，無対策モデル

では，構造物の下半分が地盤内にあるため，津波の波力

を作用させた場合，構造物の回転・並進は生じないので

構造物の変位は小さく，構造物には大きな応力が発生す

ることが確認できた．免震材充填モデルと開放ピットモ

デルでは，回転（構造物底面での剥離）が励起されるた

め，構造物の変位は大きくなるが，応力解放が起こるの

で構造物に発生する応力は大幅に低減される結果となっ

た．これらの結果から，本研究で提案している免震・免

波構造は，津波の波力が作用した際に構造物に発生する

応力を低減する効果があり，免波効果があるものと考え

られる．免震材充填モデルと開放ピットモデルの比較に

際しては，流動性免震材の有無あるいは多少の影響とし

て解釈することも可能と考えられ，構造物に許容される

変位や応力を設定することによって，例えば，管路と構

造物の相互影響を考慮する必要がある場合等には，要求

される条件に応じて流動性免震材の剛性や層厚，深さ等

を調整することも可能になるものと考察される． 
 

 

５．まとめ 

 
沿岸域に位置する水循環施設の耐震性能の確保・向上

に役立てるために，免震・免波構造に着目し，その効果

および解析評価法について検討した．検討に際しては，

無対策モデル，免震材充填モデル，開放ピットモデルの

3種類の解析モデルを設定し三次元解析により比較解析

を行った． 
地震動を作用させた比較解析では，無対策モデルに比

して免震材充填モデルと開放ピットモデルでは構造物に

発生する地震時応力が大幅に減少したことから，大きな

免震効果が期待できるものと考察される． 
津波の波力を作用させた比較解析では，無対策モデル

では構造物の下半分ば地盤内にあるため回転・並進は生

じないが，免震材充填モデルと開放ピットモデルでは構

造物に回転が生じ，構造物の変位は大きくなるが，回転

に伴う応力解放によって構造物内に発生する応力を低減

させることが可能であり，大きな免波効果が期待できる

ものと考察される．構造物の底面形状については，免震

効果，免波効果ともに曲面（下に凸の曲面）よりも平面

の方が有利であるとの結果を得た． 
なお，免震・免波効果の解析評価法に関しては，構造

物の回転・並進の模擬，免震材のモデル化，津波の波力

の設定とその作用方法，免震・免波効果の判定指標等が

課題であると考えられる．これらの内，構造物の回転・

並進の模擬に関しては，ジョイント要素を活用すること

によって模擬が可能であり，構造物と免震材の接触面の

非連続的挙動の模擬に有用である考えられる．効果の判

定指標については，構造物の損傷・破壊に関しては強震

動および津波の波力によって発生する応力，管路と構造

物の相互影響に関しては相対変位が重要な指標になると

考えられるが，今回の検討では，構造物の損傷・破壊に

着目し，応力を基本的な評価指標とした． 
 
 

６．あとがき 

 
免震・免波構造の解析評価に関する今後の課題として

は，免震材の物性値，津波波力の分布形（鉛直面内の分

布形，水平面内の分布形），津波波力の作用方法（静的

荷重，動的荷重としての入力），津波の到来方向と構造

物の位置関係（正面，側面，隅角部等からの到来），構

造物の正面形状の影響（曲面，平面）等の検討があると

考えている．  
 今後，老朽化した既設構造物・施設が急速に増加し，

それに伴って既設構造物・施設の更新の必要性が急速に

増加して行くものと想定される．沿岸域に位置する既設

構造物・施設の更新に際しては，強震動対策と津波対策

の両立が必要になり，免震・免波構造の考え方は，地震

対策技術の合理化，安全・安心な構造物・施設の実現に

有効に役立てることが可能であると考えられる． 
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STUDY ON SAFETY EVALUATION OF SEISMIC ISOLATION STRUCTURE  
FOR WATER CYCLE FACILITY  

AGAINST EARTHQUAKE MOTION AND TSUNAMI   
 

Yoshiaki ARIGA, Yuno Sato, Takashi WATANABE,  
Yasusi MISHIMOTO, Zengyan CAO, Katsuyuki SAKASHITA,  

Koujiro SUZUKI, Taro ARIKAWA, Mitsuteru ASAI and Muneo HORI 
 

Water cycle facilities are usually constructed at coastal area because of sewage collecting system by 
gravity flow. So, seismic performance against not only earthquake motion but also tunami should be se-
cured. In this study, we have proposed isolation structural method against strong earthquake motion and 
wave force of tsunami by utilizing asphaltic viscous fluid isolator. Effectiveness of the proposed method 
was examined by three-dimentional FEM analyses. As a result, it is considered that stress within the 
structure induced by earthqauke motion and tsunami can be largely reduced by buffer effect of isolator. 


